










（ 続紙 １ ）                             
















































































（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 行政官僚制は、概して高い安定性を有する。官僚制組織は法制度により支えられ
るのみならず、人事慣行などインフォーマルなルールが張り巡らされた存在でもあ
る。また、当事者たる官僚たちにとって、改革に取り組むインセンティブは小さ
い。それゆえ、官僚制組織の改革は難しく、これに取り組むことは政治的な一大事
業となる。改革に関わる当事者や利害関係者は多大な数に上り、その利害関係も複
雑化しやすいことから、改革の行く末は容易には見通せないことが大半である。 
それだけに、官僚制改革は行政学が取り組むべき大きな研究課題であり続けてき
た。いかなる政治的条件が、官僚制の改革を起動させ、その成就をもたらすのか。
そして、その改革は官僚制をいかに変容させるのか。これらの問いに対して、いか
なる解答を見いだすのか。これは、行政学における一つの重要な問題関心である。 
 本論文は、1980年代以降の英日の官僚制改革を題材として、この王道的なテーマ
に取り組む。そして、改革の内容を丹念に追うことから、英日の改革の内実を解明
した。改革内容や改革過程の複雑さを過度に単純化することなく、しかし明快な形
で整理することによって、両国の官僚制改革の実像と特徴を描き出すことに成功し
ている。 
具体的には、まずイギリスについては、1960年代のフルトン報告を受けてウィル
ソン政権で行われた行政改革、さらにサッチャー政権において行われたエージェン
シーの導入やPFIの導入といった一連のNPM（新しい公共管理）改革、人事改革、議
会による行政統制強化といった改革の内容を詳細に検討している。つぎに、日本に
ついては、第一臨調を起点として、橋本龍太郎政権における行政改革以降、2000年
代から10年代へと続いていく官僚制改革を対象とし、公務員制度改革や内閣機能強
化をはじめとする政官関係の改革の内容を描き出す。 
こうした作業を通じて、英日の官僚制改革に共通する側面として、行政組織の管
理がつねに改革の対象となってきたことを指摘する。他方で、両国の違いを、つぎ
のように整理する。すなわち、イギリスの改革では公務員の専門性の強化向上が大
きな論点となってきたが、日本ではその点は弱い。逆に日本では、内閣機能の強化
といった内閣や政治との関係を対象とする改革が一つの焦点になるのに対して、イ
ギリスではそうした側面は見受けられないのである。このように、日英の共通点と
相違点を明確に示しているところは、本論文が比較分析として優れた成果をあげて
いる点である。 
さらに、英日の改革内容の違いにとどまらず、改革の速度や改革の効果について
も、鮮やかな対照を描き出すことに成功している。これが、本論文が高く評価され
るべき第二の点である。その対照とはすなわち、急速に、大胆な改革を実施し、そ
の効果も大きかったイギリスに対し、改革が長期にわたるも、焦点がぼやけ、効果
が判然としない日本という対比である。 
この対比を生み出すのは、ウェストミンスター型と呼ばれる首相へ権力を集中さ
せる政治制度の存否である。官僚制が追求すべき価値には、民主性と効率性という
  
二つの、時として両立しがたい価値があるが、政治主導が確立しているイギリスで
は、効率性の向上に集中することができたのに対し、政治主導が未確立の日本で
は、二兎を追わざるをえなかった。このことが、イギリスにおける改革が短期間に
大胆な展開を見せ、大きな変化をもたらせたのに対して、日本における改革が時間
を要しながらも、明確な効果を生み出せなかったという両国の改革速度と効果の違
いに帰結したのである。 
 こうした本論文における官僚制改革の捉え方は、きわめてオーソドックスなもの
である。理論的に考えれば、官僚制改革は政治的意思決定の帰結としてなされるも
のである以上、政権与党が改革の意思を持ち、それを安定的に継続させるととも
に、官僚制に受け入れさせることができるときに改革が実現する、という見立ては
ごく当たり前のことだともいえる。 
 しかしそこにこそ、この論文の新しさがある。これまで1980年代以降の行政改革
を扱った研究の多くは、大きな政府から小さな政府への転換に注目し、政府・市場
関係における大きな変容としてこの時期の改革を捉えてきた。それに対して本論文
は、1980年代以降の改革における一見した目新しさの根底に、政治と行政の関係と
いう基層を見出すのである。 
 そして、従来指摘されてこなかった1960年代の行政改革と1980年代以降の改革に
おける連続性を、改革提言の文書などを丁寧に読み込み、改革が実現する過程を追
跡するという地道な作業を通じて剔出することにも成功している。表面に目を奪わ
れることなく、改革事象の根本を指し示すところは、この論文の白眉である。 
 時代を超えて、また国を超えて、官僚制改革が官僚制改革である以上、それは、
政治に埋め込まれた形で進展するものであるとともに、行政組織の「管理」が改革
課題となることを、本論文は明らかにした。また同時に、政治制度の違いが改革の
速度、内容、効果の違いを規定することも明らかにした。これらは、本論文のよう
な本格的な比較行政分析だけがたどり着ける知見である。 
 とはいえ当然ながら、あらゆる論文と同様、本論文にも問題点が残されていない
わけではない。端的に言えば、理論の扱い方はやや野心的に過ぎる印象を拭えな
い。新制度論の中の四つの理論のいずれをも用い、そこから仮説を導出し、その説
明力の高さや説明範囲の広さを明らかにしようとするが、多様な仮説の検証作業が
十分に行われたとは言いがたい。また、仮に本論文のそこでの結論を認めるにして
も、官僚制改革という一事例から導かれる結論の一般性には、留保が必要であろ
う。 
 しかしながら、包括的に理論構築と実証を遂行しようとする本論文の志の高さ
が、こうした不十分さを残したところで、本論文の価値が損なわれるものではな
い。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認
められる。 
また、平成31年1月30日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果合格と認めた。 
  
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
